
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 25 　　
　

平成30年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 300,000 50.0%

2 83,520 13.9%

3 63,540 10.6%

4 59,010 9.8%

5 33,270 5.5%

その他 60,660 10.1%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成27年度平成28年度 29

11,600 11,600 11,600

36.4% 35.6% 25.3%

630 1,145 14,033

2.0% 3.5% 30.6%

1,200 1,200 1,200

3.8% 3.7% 2.6%

18,418 18,599 18,964

57.8% 57.2% 41.4%

全体事業 31,848 32,544 45,797

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

指定管理者

http://www.nakagawatochikairyokikinkyoukai.com

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

全体割合

土地改良事業推進対策
事業

事業1～3以外

　那珂川沿岸農業水利事業を推進するため，事業完了時の国営
事業負担金の円滑な償還確保に向けて土地改良負担軽減対策
資金の造成及び管理・運用を行うとともに，県営かんがい排水事
業についても，当該資金を活用し，整備施設等の管理運営主体
となる那珂川沿岸土地改良区に対して事業費負担金相当額を助
成する。

平成6年3月25日

ひたちなか市

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　那珂川沿岸地域の農業生産基盤を強化し，本県農業の持続的かつ健全な発展を図り，もって国民へ
の安定的な食料供給の確保ならびに耕作放棄の防止など，国土の保全に寄与することを目的とする。

600,000

理事長　　小田木　健治（非常勤）

　那珂川沿岸土地改良事業の推進活動を行う那珂川沿岸農業
水利事業推進協議会に対し，同事業の円滑な進捗を図り，食料
供給力を向上させる農業生産基盤の整備を推進するための活動
経費を助成する。

ホームページＵＲＬ

農林水産部農地局農地整備課

029-227-0311

mn.nakagawaengan@ai.wakwak.com

事　　　業　　　名

茨城県

４団体

代　　表　　者　　名

　当協会は，那珂川沿岸地域の農業生産基盤を強化し，本県農業の持続的かつ健全な発展を図り，もって国民へ
の安定的な食料供給の確保ならびに耕作放棄地発生防止など，国土の保全に寄与することを目的として，各種事
業を実施しています。
　特に，畑地かんがいを活用した産地育成のための推進活動では，優良事例地区の視察研修や農業用水を活用し
た畑地の現地視察及び実証農家の方々との意見交換などを行っております。
　また，営農推進講演会では，県内の畑地かんがい先駆的実践者，農学博士，農協代表理事組合長，畑地基盤整
備事業実施地区役員，先進的大規模稲作経営者など多方面の方から毎年御講演いただいておりますので，ご参会
いただければ幸いです。
　また，基金協会では，ホームページを開設しております。皆様にとって有益な情報の発信に努めてまいりますの
で，今後とも当協会の活動に御理解と御協力をお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３１年２月　　理事長　小田木　健治

出資比率

水戸市

茨城町

内　　　　　　　　　　　　容

管理運営主体の強化育
成対策事業

常陸大宮市

　営農改善について農業者への啓発を行い，事業推進を図る。
①農業用水を有効利用するための推進活動
　（営農推進講演会の開催）
②畑地かんがいを利用した産地育成のための推進活動
　（現地研修会の実施）
③畑地かんがい営農モデル実証展示事業

対策資本金の造成・管理，
農家負担軽減対策事業に
係る助成金交付

全体事業に占める割合

公益財団法人那珂川沿岸土地改良基金協会

［法人の概要］

公益財団法人那珂川沿岸土地改良基金協会

全体事業に占める割合

事業１

　那珂川沿岸土地改良事業により整備される施設の管理運営主
体となる那珂川沿岸土地改良区に対し，造成された施設の適正
な管理に向けた体制整備に要する経費等を助成する。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市中河内町９５８番地の１

年度平成

1



公益法人等会計用

[経営状況] 公益財団法人那珂川沿岸土地改良基金協会 (単位：千円）

増減数
12,751

基本財産運用益 0
事業収益 0
受取補助金等 △ 129
その他収益 12,880

経常費用 13,253
事業費 12,585
管理費 668

うち役員人件費 461
うち職員人件費 560

0
△ 502

0
0
0
0

一般正味財産増減額 △ 502
△ 13,585
203,127
203,658

46
203,612

529
8
0

521
0

203,127
0

補助金 59
委託料 0

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 59
財政的関与の割合（％） △ 5.7

0
0

合　　　計 0

増減P
12.4

△ 12.9
△ 11.9

15.9
△ 253.5

0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 18 3 0 17 3 0 17 3 0 0

計 19 3 1 18 3 1 18 3 1 0
管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一般職 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0
嘱託・臨時職員等 0 0 0 0

計 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0

千円

千円

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

8,805

538

15,885 16,424

8,613

0

836

0

１名のため個人情報となる給与は非公開

12,042

6,514,500

12,252

29,009
16,120 16,788

0

36

9,365

認定法第15条に定める率

経常外増減額

0

336,496

平成28年度 平成29年度

0

21.1%

33,687
6,694,488

増減理由

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

0

36.8%

増減数

58.4%

602,283

備　考

10,227

0

7,043

0

6,717,627

64.1%

農家負担軽減交付金の増

0

6,728,175

321
0

0

有価証券購入による増

25,132

7,490

0

7,029

0

10,548

45,797

増減理由

農家負担軽減交付金の増による

農家負担軽減交付金の増

9,706

32,544

0

0

0

33,641

平成30年平成29年

0
0

0.0%

36.7%

42.5%
10747.9%

51.7%
49.5%

6,984
0

0

7,043
0

6,984
0

33,039
6,273,679

流動資産

313

0

6,514,500
602,283

0

6,297,286

6,984

固定負債

0

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

9,184

6,524,517

6,490,876

流動負債

538

8,788

うち長期借入金

248
0

836

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

10,019

11,746
31,848

12,042

15,963

一
般
正
味
財
産

6,306,718

0
経常外費用

指定正味財産増減額

21.4%

0

6,984

0

経常収益

0
8,896

32,684

6,984

0

人件費比率

主要経営指標

借入金残高／負債・正味財産合計

算式等

10494.4%
0.0%

13322.2%
0.0%

流動資産／流動負債　

50.7%

6,717,627

0

216,676

0

30代 40代

6,297,286

15.4%

48.7%

0

区　　　　　　分

12,042
0

8,659

平成28年度

36

平成29年度
33,082 45,833

平成27年度

歳44.0

平均年齢50代 合計

10

60代

平成28年

602,283

平成27年度

0

0

0

0

50.1%
49.0%
41.8%

年
当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 0 1 00

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

23.0

借入金比率

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

管理費比率

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

借入金残高（期末）

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

0 00法人税・住民税・事業税

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

9,432

203,091
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今後の事業展開の方向

　那珂川沿岸地域に不足している農業用水を供給するため，国営那珂川沿岸農業水
利事業及び関連かんがい排水事業が平成４年より実施されている。
　これらの事業は，用水の供給と併せ農地の基盤整備を実施することで，農業生産
性の向上や用水を活用した高収益な農業の確立を目指している。
　当協会としても，事業が早急に完了して効果が発現できるよう，国・県等関係機
関へ働きかけていくとともに，中・長期計画に基づいた各種事業を着実に実施し，
農家負担軽減対策及び畑地かんがいを活用した産地育成のための推進に努めてい
く。

　那珂川沿岸地域の農
業生産基盤を強化し，
本県農業の持続的かつ
健全な発展を図り，
もって国民への安定的
な食糧供給の確保並び
に耕作放棄の防止な
ど，国土の保全に寄与
することを目的とし，
各種事業の推進を行う
ものであり，協会の目
的に適合している。

［評点集計］

効率性 10

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性 18

20

14

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計

14 18

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

公益法人等会計用
公益財団法人那珂川沿岸土地改良基金協会

警　戒　指　標

財務健全性

得点率

90%

100%

70%

17

95

16

82

9

46 86%

78%

94%

《評価の視点》

　協会の定款に規定す
る各種事業については
中・長期計画に基づ
き，毎年度の事業計画
を作成し理事会・評議
員会にて審議・議決の
うえ，計画的に実施し
ている。

　少人数による組織
運営ではあるが，各
自が協会の目的を十
分に意識・理解した
うえで積極的に研修
等に参加し，適正に
職務を遂行してい
る。
　また，公認会計士
と契約し，会計・経
理業務について随時
指導を受けている。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

　最少人数の中で効
率的な運営に努めて
いる。人件費の増加
を抑制している。
　また，法人資産に
ついては，金利動向
を踏まえて安全かつ
有利な有価証券を取
得し，効率的な運用
を行っている。

　協会の設立時と比較
し，社会・経済状況は
未だ金利が低迷してい
る状態にあるが，国債
等安全な有価証券での
運用を行い，限られた
予算の中で適正な事務
執行に努力している。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

区分

93.5% 101108 108 101

平均目標達成度 95.7%

総合的所見等
に係る対応

  新たな中期計画に基づき，国営那珂川沿岸農業水利事業等の早期効果発現に向け
て，事業を着実に推進させていくとともに，ホームページを有効に活用し，農業用
水の有効利用について，先進的事例を紹介するなど，効果的な広報の推進について
指導していく。
　基金については，償還対策検討会において今後も積極的に積立計画の検討・協議
を行うとともに，引き続き安全かつ効率的な基金の運用に努めるよう指導してい
く。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　現行の中期計画は，平成３０年度が計画期間の最終年度であることから，新たな
中期計画を策定するとともに，国営那珂川沿岸農業水利事業等の早期効果発現のた
め，ホームページを更に活用するなど，効果的な広報ＰＲ事業等を推進されたい。
　基金については，償還対策検討会において積立計画の検討・協議を行っている
が，引き続き安全かつ効率的な基金の運用に努められたい。

91.5% 3.0

217

効
率
性

職員一人当たりの当期正
味財産増減額

百万
円

169

総資本利益率 ％ 5.3 3.3 3.3 3.0

100.0% 6,282

217 203 93.5%健
全
性

当期正味財産増減額
百万
円

337 203

3

H28実績

100.0% 3

農家負担金の軽減のため
の基金積立と造成

百万
円

5,662 5,879 5,879 6,082

単位 H27実績 H30目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

用水営農推進のための研
修会・講演会の開催

回 3 3 3

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見

　中・長期計画に基づき，土地改良事業の早期効果発現と地元負担金の円滑な償還を目指し
て，引き続き事業を着実に実施できるよう指導していく。
　また，昨今は経営状況が概ね良好とされていることから引き続き適切な協会運営に取り組
むよう指導していく。

H29実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名

財務健全性
　那珂川沿岸農業水利
事業の推進等を目的と
して設立されて以来，
法人の設立目的に沿っ
た事業を展開してい
る。

　「中・長期計画」に
基づき，毎年度着実に
事業が実施され，最終
目標の達成に向けて，
事業を計画的に進めら
れるよう指導してい
く。

　組織運営上の重要な意
思決定は理事会で決議さ
れ，事業内容は随時ホー
ムページで公表するなど
透明性の高い組織となっ
ている。また，会計・経
理業務は，公認会計士に
よる指導を受けており，
健全な組織運営に努めて
いる。

　業務を効率的，効
果的に進めること
で，人件費，管理費
の抑制に努めるとと
もに，業務に必要な
知識を習得する機会
を拡大するなど，職
員の資質向上を図る
よう指導していく。

　組織の公益性を考慮
し，収支が均衡した適
正な運営に努めるこ
と。また，積立金を確
実に増やしていくため
に，安全かつ計画的な
運用を実施していくよ
う指導していく。

目的適合性

29

計画性 組織運営健全性 効率性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

H 目標値
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